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要旨

背景：禁煙治療による禁煙率の評価は，禁煙治療終了時ではなく，１年後に禁煙治療を行っ

た全例を対象に行うことが推奨されている．既にわれわれは，ニコチネルTTS⑬を用いて，「禁煙

治療のための標準手順書｣に則った禁煙治療を行い，１年禁煙率は803％と非常に良好であるこ

とを報告している．今回，症例を増やして１年禁煙率，１年禁煙率に影響を及ぼす因子について

検討するとともに，さらに長期の観察を行って，１年禁煙成功例の２年目の追跡調査を行った．

方法：2006年６月から2008年５月の期間に,当院にてニコチン依存症管理料を算定した173例

を対象とした．検討項目は短期，１年禁煙率，２年禁煙率，１年禁煙成功例の２年目の禁煙継続

率，禁煙率に及ぼす因子とした．

結果：短期禁煙率は844％，１年禁煙率は816％，２年禁煙率は780％といずれも良好で

あった．１年禁煙率に影響を及ぼす因子をロジステイック回帰分析にて検討したところ，受診回

数の多さの寄与度が大きかった．禁煙成功者の禁煙継続率について検討したところ，短期禁煙成

功例の１年目の禁煙継続率は92.5％，１年禁煙成功例の２年目の禁煙継続率は95.0％と良好で

あった．

結論：「禁煙治療のための標準手順書｣に則り，医療従事者による積極的な禁煙支援体制の下

で実施した禁煙治療の１年禁煙率は高く，受診回数が多いほど禁煙率は高まること，１年間禁煙

に成功すれば，その後の高い禁煙継続が期待できることが示された．

Keywords：ニコチン依存症，１年禁煙率，長期禁煙成功率，受診回数，ニコチネルTTS､：

鱗めに
喫煙は呼吸器疾患や循環器疾患の重大なリスク因子

であることから，公衆衛生機関や関連医学会では禁煙

を徹底させるために，様々な活動に取り組んできた．

わが国では2005年12月に９学会合同で禁煙ガイドライ

ンが')，翌2006年３月には日本循環器学会，日本肺癌学

会，日本癌学会の３学会から｢禁煙治療のための標準

手順書｣が発表され2)，2006年４月からは，同手順書に

従って一定の条件下で行われた禁煙治療には健康保険

が適応され，ニコチン依存症管理料が算定できるよう

になった．同手順書では，禁煙治療期間に５回の受診

機会を設け，積極的かつ具体的な禁煙支援を行うよう

に推奨しており，こうした支援体制が禁煙率の向上に

寄与することが期待される．

また，ニコチン依存症管理料の制定に伴い，禁煙補

助薬であるニコチネルＴＴＳ錘は2006年６月より－部限

定で保険適応となった．ニコチネルTTS②は１日１回

の貼付により，喫煙時を超えない安定した血漿中ニコ

チン濃度が維持できるように設計されており3)，禁煙

時の離脱症状および苦痛を和らげ，禁煙率を高めるこ

とが報告されている4)．*伊藤内科医院
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とが重

討した．禁煙率に影響を及ぼす可能性のある因子とし

て，性別，年齢，喫煙開始年齢，喫煙年数，１日の喫

煙本数，ブリンクマン指数，タバコ依存症スクリーニ

ングテスト(TDS)，基礎疾患の有無，禁煙マラソン参

加の有無，受診回数を取り上げた．禁煙率を求める際

には，追跡不能例は禁煙失敗例として扱った．

統計学的手法として，受診回数と禁煙率の関連`性は

ピアソンの相関係数およびＸ２検定を用いて,禁煙率に

及ぼす因子の影響については母比率の差の検定および

ロジスティック回帰分析を用いて検定した．

露解

要である．米国保健省でも，「禁煙維持の追跡調査期

間は１年以上｣とし，脱落例や追跡不能例を含む｢全対

象者の結果を示す｣よう勧告している5)．そのため，禁

煙率を評価する際には，治療終了後の短期禁煙率では

なく，１年後の長期禁煙率(1年禁煙率)を評価するこ

とが望ましい．さらに追跡不能例は，禁煙に失敗して

クリニックを受診しなくなった可能性が高いため，禁

煙率を評価する場合には追跡不能例を含めた解析を行

うことが適切だと考えられる．

われわれは既に，当施設禁煙外来を受診した禁煙希

望者を対象に｢禁煙治療のための標準手順書｣に則り，

ニコチネルTTS③を用いた禁煙治療を行い，1年禁煙

率は80.3％と良好であること，受診回数の多さが１年

禁煙率を上昇させる有意な因子であることを報告して

いる6)．しかし，「禁煙治療のための標準手順書｣に

則って禁煙治療を実施した集団を，1年を超えて追跡

した報告はない．そこで今回の検討では，症例数を増

やして短期および１年禁煙率を検討するとともに，１

年禁煙成功例の長期禁煙継続率についても検討した．

艤果
禁煙治療の対象となったのは173例で，そのうち禁

煙治療開始から１年が経過した１年経過群は125例，

２年が経過した２年経過群は50例であった．各群の患

者背景を示す(表１）．

対象全体(173例)における基礎疾患の保有例は72例

(41.6％)で，疾患別(重複あり）では高血圧26.4％，糖尿

病13.9％,慢性気管支喘息/COPDl1.1％，心筋梗塞/狭

心症8.3％，うつ8.3％，胃潰瘍/胃炎5.6％，慢性肝炎/Ｃ

型肝炎4.2％，パニック障害4.2％，高脂血症2.8％，そ

の他'5.3％であった．また基礎疾患の保有率は，１年

艤過群では48.7％，２年経過群では480％で,基礎疾患

の保有状況は対象全体とほぼ同様であった．

受診|ijil数は，対象全体では1回が17例(9.8％)，２１回｜

が16例(9.2％)，３回が23例(13.3％)，４回が62例(35.8

％)，５回が55例(31.8％)と，４回以上受診した患者

が67.6％を占めた．１年経過群，２年緑過群でも受診

状況はほぼ同様であったが，４回以｣この受診者が増え

る傾向が認められた（１年経過群69.6％，２年経過群

80.0％)．

禁煙治療終了時(短期)の禁煙率は84.4％で，１年禁

煙率は81.6％であった．また。２年禁煙率は78.0％で

あった(図１）．禁煙率は受診回数が増えるに従って上

昇し，1年禁煙率は４回受診例では88.0％，５回受診

例では94.6％となった(図２）．

次にロジスティック回帰分析を行い，短期および１

年禁煙率に影響を及ぼす因子について検討した．影響

の強さはオッズ比で評価したが，オッズ比が±30％を

超えた因子について，その優位性を検討した．その結

果，短期禁煙率を上昇させる有意な因子は受診回数の

多さであり，低下させる有意な因了は同定できなかっ

た(図３左)．また，短期禁煙率はTDSスコアが高い例，

i鑑と方法
対象は，2006年６月から2008年５月の期間に当施設

禁煙外来を受診し，ニコチン依存症と診断され，禁煙

補助薬の適応となり，ニコチンパッチ製剤(ニコチネ

ルTTS唾>)を処方された患者である．禁煙治療のための

標準手順書に則って，初回，２，４，８，１２週後に診

察を行い，再診時には禁煙継続の成否を確認するとと

もに，禁煙継続に対する具体的なアドバイスを行った．

ニコチネルTTS(Rは１日１回24時間，８週間にわたり

貼付し，最初の４週間はニコチネルTTSjR)30(ニコチン

52.5ｍｇ含有，約40％放出)を，次の２週間はニコチネ

ルTTS⑪20(ニコチン３５ｍｇ含有，約40％放出)を，最後

の２週間はニコチネルTTS'E'10(ニコチン１７．５ｍｇ含有，

約40％放出)を使用した．禁煙治療終了時(12週後：短

期)に禁煙継続の成否を評価し，さらに患者を長期に

追跡して，１年後の禁煙成功率（１年禁煙率)を検討し

た．また，２年目における禁煙継続の成否についても

評価した．

検討項目は短期禁煙率，１年禁煙率とし，さらに２

年が経過した症例では２年禁煙率を洲べた．また，短

期および１年禁煙率に影響を及ぼす因子についても検
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図３禁煙成功に影響を及ぼす因子の検討(ロジステイック回帰分析）
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図４禁煙成功者の禁煙継続状況

鱈
コチネルTTS鰹を用いた禁煙治療の長期有効性を検討

した報告は数報程度であった7-9)．いずれも｢禁煙治療

のための標準手順書｣が作成される以前の検討である．

得られた１年禁煙率は40～60％とわれわれの検討より

も低く，かつばらつきが大きいが，その理由として，

対象集団の背景の違いだけでなく，禁煙治療中の受診

回数など禁煙支援体制の違いが影響を及ぼしたと考え

られる．

今回の検討では，「禁煙治療のための標準手順書｣に

則り，患者に５回の受診を勧め，適切な情報提供と禁

煙継続のための動機づけ，具体的なアドバイスを厳格

に実施した．また当院では，医師以外にも，禁煙支援

薬剤師が中心となり，禁煙支援体制の強化を図ってい

る．具体的には，開始３日目の電話支援や受診票を利

用した受診推進，３カ月目の短期禁煙成功時の拍手隊

などがある．こうした支援体制の違いが，禁煙率の向

上に寄与したものと考えられる．

また，大林らは６カ月間に10回受診する独自の禁煙

察

今回の検討では，ニコチネルTTS⑬を用い，「禁煙治

療のための標準手順書｣に則った禁煙治療を行うこと

で，３カ月後の短期禁煙率は84.4％，１年禁煙率は

816％と，前回の検討から症例数を増やしても，禁煙成

功率は同様に良好であることが示された．また，追跡

できた症例数は50例と限定的ではあるが，２年禁煙率

も78.0％と良好であった．また，短期，長期を問わず，

禁煙治療期間における受診回数の多さが，禁煙率の上

昇に寄与することが明らかとなった．

喫煙は長期にわたり健康に有害な影響を及ぼすこと

から，禁煙は治療期間だけ行えばよいというものでな

く，禁煙を長期間維持することが非常に重要である．

そのため，禁煙治療後の禁煙率は１年間追跡して評価

することが推奨されている5)．しかし,禁煙治療終了後

に患者を長期にわたり追跡し続けることは容易ではな

い．そのため,実地臨床において100例規模を対象に二
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表１患者背景
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図２受診回数と禁煙成功率

基礎疾患を有する例では低く，男性では満〈なる傾向

が認められた．一方，１年禁煙率を｣1外させる有意な

寄与因子は受診回数の多さであり，禁煙マラソン参加

も好影響を及ぼす傾向があることが，また低下させる

有意なlkl子は基礎疾患の保有であることが示された

(図３右)．

禁煙治療終了時(短期)，1年経過時に禁煙に成功し

ていた症例だけに限定して，その後の禁煙継続の有無

を検討したところ，短期禁煙成功例146例のうち１年

間追跡できた106例の１年禁煙継続率は92.5％，１年

禁煙成功例98例のうち２年間追跡できた40例の２年禁

煙継続率は95.0％であった(図４)．なお,短期で禁煙に

失敗した27例の111で，１年間追跡できた19例のうち４

例は１年後に禁煙に成功していた．
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患者群 対象全体 1年経過群 ２ｲ|具経過群

例数

男性：女性

年齢＊

喫煙開始年齢＊
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プリンクマン指数＊

ＴＤＳ＊

禁煙マラソン参力1］
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とが示唆された．今後，症例数を増や

の追跡を行い，長期禁煙率を高めるた

て検討したい．

プログラムの成果をレトロスペクテイブに検討し，’

年禁煙率64.7％という良好な成績を報告しており'0)，

禁煙治療終了後の継続的な禁煙支援体制も禁煙率を高

める上で重要であると考えられる。

６，例を対象とした前回の検討では1年禁煙率を上昇

させる因子として，受診回数の他に男性，悪化させる

傾向のある因子として基礎疾患の保有が同定された6)・

症例数を125例に増やして行った今回の検討では’１

年禁煙率を上昇させる因子は受診回数のみであった．

一方で，，年禁煙率を低下させる因子として，基礎疾

患の保有u)，TDS高値が同定された．基礎疾患が禁煙

継続の妨げになる理由については今後検討して行きた

い．また，今回の検討では，1年禁煙率に禁煙マラソ

ンへの参加が好影響を及ぼすことが示されたことから，

長期の禁煙を実現する上で，禁煙マラソンの役割が再

確認されたと考える．

なお，文献的には短期禁煙率を高める因子として男

性，喫煙本数20本未満，TDS低値，患者以外に家族内

喫煙者がいないこと'2)，基礎疾患を有すること4,13)，な

どが挙げられている．しかし,いずれも｢禁煙治療のた

めの標準手順書｣に則った禁煙治療が導入される以前

の検討であることから，現在の標準的な禁煙治療にお

ける禁煙成功率の寄与因子については，さらに検討を

行う必要があると考えられる.

また，禁煙成功者のその後の禁煙継続率について検

討したところ，短期禁煙成功例の1年禁煙継続率は

92.5％，１年禁煙成功例の２年禁煙継続率は95.0％と

非常に良好であった．このことから’1年間の禁煙に

成功すれば，その後も禁煙を継続し得ることが示唆さ

れた．

以上の検討から，「禁煙治療のための標準手順書｣に

則り，ニコチネルTTS⑰を用いた禁煙治療を行うこと

で，１年禁煙率は81.6％と非常に良好であること，受

診回数を増やすことで’年禁煙率は改善することが示

された．医療従事者による手厚い支援体制の下で行う

禁煙治療による長期禁煙率は高く’1年間の禁煙に成

功すれば，その後も禁煙を継続できる可能性は高いこ

めの灰
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